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生活困窮世帯等の子どもの成長と家庭の生活の安定に向けた学習・生活支援の 

拠点事業（玉川地域）の委託事業者選定に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 契約予定件名 

生活困窮世帯等の子どもの成長と家庭の生活の安定に向けた学習・生活支援の 

拠点事業の準備業務・運営業務委託（玉川地域） 

 

２ 目的 

  生活困窮世帯等の子どもがいつでも安心して過ごせる環境のもと、学習・生活習慣の

定着を図り、自ら生きる力を育むと同時に、地域の支えと見守りの中で、子どもと家庭

の現在及び将来の生活の安定に向けた支援をすることを目的とする。 

 

３ 事業委託内容 

（１） 運営準備 

（２） 運営管理業務 

（３） 居場所提供 

（４） 学習支援 

（５） 生活支援 

（６） 保護者を含む相談支援 

（７） 地域連携 

（８） 広報活動 

（９） 拠点管理業務 

（10） 区への活動結果報告 

 

４ 履行期間 

（１）準備業務 

契約締結の日（令和９年１月下旬頃）から令和９年３月３１日まで 

※受託者が現在の運営事業者から変更となった場合のみ契約を行う。 

   （２）運営業務 

     令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

※契約は単年度ごとに締結し、各年度において本契約に係る予算の配当が 

あること及び履行実績が良好であることを契約締結の条件とする。 

 

５ 提案限度額 

   令和８年度分  ￥２，２３０ ，０００円（税込） 

   ※受託者が現在の運営事業者から変更となった場合のみ契約を行う。 

   令和９年度分  ￥４８，４１２，１００円（税込） 

※区との契約では予定価格２，０００万円を超える業務委託契約は、世田谷区公契

約条例の定める労働報酬下限額対象となります。詳細は実施要領別紙１をご確認

ください。 

   ※令和１０年度以降の予定額については、令和９年度と同程度を予定している。 
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６ プロポーザル方式を採用する具体的な理由 

本委託は、世田谷区子どもの貧困対策計画に基づき、重点政策に位置づけている「生

活の安定に資するための支援」の一環として、生活困窮世帯等の子どもの成長と家庭の

生活の安定に向けた学習支援、生活支援、相談支援機能を兼ね備えた拠点事業として実

施するものであり、受託者には施設の管理・運営、事業の企画・運営、地域との連携等

について、優れた能力・資質が求められる。このことから、事業者の能力によって本件

事業の目的の達成に大きな差が生じることから、事業者の実績及び能力等により比較審

査して選定できるプロポーザル方式を採用する必要がある。 

 

７ 参加資格 

  次に掲げる条件を全て満たすもの。 

（１）東京都及び東京都に隣接する県（千葉県、埼玉県、山梨県、神奈川県）に主たる事

務所及び子どもの学習支援・生活支援事業を適切に実施できる体制を有する法人で

あること。（個人での応募は不可） 

（２）令和４年度以降、国、自治体等からの委託を受け、子どもの学習・生活支援事業、

子どもの居場所事業の運営を実施した実績があること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（４）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（５）会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更正手続き開始の申し立て、又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申し立てが

なされていない者であること。 

（６）都道府県民税・市町村民税に滞納がないこと。 

（７）生活困窮世帯等の子どもの成長と家庭の生活の安定に向けた学習・支援の拠点事業

の運営準備委託および運営業務委託プロポーザル業者選定委員会構成員が主宰、役

員、顧問及び所属をしている法人ではないこと。 

※委員長：跡見学園女子大学教授 鳫 咲子 

 委 員：認定 NPO法人フリースペースたまりば理事長 西野 博之 

 委 員：ハルニレ相談室代表 丸山 裕代 

 委 員：子ども・若者部長 松本 幸夫 

 委 員：玉川総合支所保健福祉センター子ども家庭支援課長 濵田 隆行 

（８）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第

６号に規定する暴力団員が経営していない者又は事実上経営に参加していないこと。 

（９）令和８年１２月に施行予定の「学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童

対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（こども性暴力防止法）」をはじめ

とする性暴力防止のための関係法令を踏まえた対応を行い、職員やボランティア等

本事業従事者に遵守させるとともに、その状況を適宜確認できる体制であること。 

 

８ 説明書の交付期間、場所および方法 

（１）期 間：令和８年１０月１９日（月）～１１月９日（月）正午 

（２）場 所：「２０ 本件担当」記載の住所 

（３）方 法：上記（２）での手渡し、ホームページからのダウンロード。 

なお、土日・祝日はホームページのみとする。 
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９ 事業者向け説明会 

（１）日 時：令和８年１０月２７日（火）午前１０時～ 

（２）会 場：子ども・子育て総合センター 

       （世田谷区宮坂３－１５－１５ 小田急線経堂駅より徒歩７分） 

（３）方 法：令和８年１０月２６日（月）正午までに、所定の様式を電子メールにて、

「２０ 本件担当」宛に送信する。なお、送信後は確認の電話をすること。 

 

１０ 参加表明書の提出期限、提出先及び方法 

①期 限：令和８年１１月９日（月）正午必着 

②場 所：「２０ 本件担当」記載の住所 

③方 法：別途指定する様式に必要書類を添付の上、持参または郵送 

 

１１ 招請通知 

参加資格を確認のうえ、招請通知を令和８年１１月１１日（水）に参加表明書に記載

の Eメールアドレス宛に電子メールで通知する。 

 

１２ 質問提出期限及び回答 

①期 限：令和８年１１月１６日（月）正午必着 

②場 所：「２０ 本件担当」のメールアドレス宛 

③方 法：電子メール（電話により着信を確認すること）とする。なお、文書はＡ４

判とし、回答先の部署名、担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス

を併記するものとする。 

④回 答：令和８年１１月１９日（木）招請事業者全員に対して電子メールで回答す

る。 

 

１３ 提案書の受領期限、提出先及び提出方法 

①期 限：令和８年１２月９日（水）正午必着 

②場 所：「２０ 本件担当」記載の住所。 

③方 法：別途指定する様式に必要書類を添付の上、持参 

 

１４ ヒアリングの実施について 

実施日、実施場所、実施内容等については、招請通知発送以降に通知する。 

   ※実施予定日：令和９年１月７日（木） 

 

１５ 審査結果の通知及び方法 

①通 知：令和９年１月８日（金）予定。 

②方 法：電子メールにて通知する。 

 

１６ 提案書の提出者を選定するための基準 

本件では提出者の選定は行わず、資格の確認のみを行う。 
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１７ 提案書を特定するための評価基準 

（１） 提案書の内容については以下の基準により審査を行う。 

①世田谷区及び国の子どもの貧困対策施策の理解度および課題の認識度 

 ②事業実施内容の充実度及び履行の信頼度 

 ③事業実施体制（統括責任者及び業務担当者の経験や資格、配置人材、区との連

絡体制等） 

④運営に要する見積経費の妥当性 

⑤ヒアリングでの説明内容の明確性、的確性 

   ⑥既運営施設での実績 

 

１８ 提案書の審査方法 

   委託事業者選定委員会を設置し、提出書類の審査及びヒアリング審査をもとに、合

議のうえ決定する。 

 

１９ その他 

（１）重複提案の禁止 

応募一事業者につき、提案は一案とします。複数の提案はできません。 

（２）手続きにおいて使用する言語及び通貨 

   日本語および日本国通貨に限ることとします。 

（３）契約書作成の要否 

   審査により選定された事業者と提案内容をもとに随意契約を締結し、区と選定事

業者の双方で契約書の作成を行うこととします。 

（４）契約保証金 

   免除とします。 

（５）著作権の帰属等 

   本公募に関して作成した書類等の著作権は、応募者に帰属します。ただし、区は、

事業者決定の公表等で必要な場合には、応募者が作成した書類の内容を無償で使

用できるものとします。 

   なお、提出書類は理由の如何を問わず返却しません。 

（６）情報公開 

   区は、この案件に参加を表明したもの及び提案書を提出したものの商号・名称並

びに提案書を特定した理由（審査経過等）を公表することについて了承の上で参

加することが出来るものとします。 

（７）費用の負担 

   本公募に参加するために必要となる書類作成費、交通費、通信費等、一切の費用

は応募者の負担とします。 

（８）関係機関への取材制限 

   本業務に関係する区役所担当部署等への直接問合せ・取材等は、選定結果が公表

されるまで行わないでください。 

（９）書類の修正・虚偽記載 

   参加表明書及び企画提案書は、それぞれの提出期間を経過した後は、応募者から

の申し出による書類の修正、差し替え、追加、撤回等は一切認められません。ま
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た、提出書類の記載事項に虚偽があることが判明した場合は、失格とします。 

（10）追加書類の提出 

   区が必要と認める場合は、追加書類の提出や、記載内容についての説明を求める

ことがあります。 

（11）事業実施状況の確認 

区が必要と認める場合は応募者の事業の実施現場を訪問、確認し説明を求めること 

があります。 

（12）その他 

本プロポーザルは事業者の選定のみを目的とし、区は契約の際、提案書の内容に拘束

されないものとする。 

 

２０ 本件担当 

子ども・若者部子ども家庭課子ども・子育て支援担当 福元・津田

   住所：〒１５４－８５０４ 世田谷区世田谷４－２２－３３ 

世田谷区役所西棟３階３０６番窓口 

  電話：０３－５４３２－２４０６ ＦＡＸ：０３－５４３２－３０８１ 

   電子メールアドレス：SEA02413@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

 

 


